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道内の D X取組実態と今後必要な支援体制

１．はじめに



事業概要
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経済産業省北海道経済産業局より「令和3年度地域経済産業活性化対策調査（地域・産業のDX 化促進に向けたエコシステムの創出）」

として道銀地域総合研究所が受託したもの。

実 態 把 握 普 及 啓 発 ケーススタディ

目的：道内のDXに係る現状・課題について把握する

内容：郵送アンケート調査を実施

対象：道内中小企業および産業支援機関

実施時期：2021年10月～11月

回収数/依頼数：

中小企業 312件/1,000件

（対象は東京商工リサーチが保有する企業データから、

北海道内に事業所を持つ中小企業、製造業・非製造業そ

れぞれ売上上位500社、合計1,000社）

支援機関 140件/232件

（北海道内の商工会・商工会議所、公設試、金融機関等の

産業支援機関）

目的：道内の中小企業・支援機関を対象にしたDXの

普及啓発を目的としたセミナーを開催

内容：企業向け・支援機関向けを

それぞれ2回シリーズで開催

実施時期：2021年1２月～２０２２年３月

内容：道内の取組事例を、ケーススタディとして

ヒアリング調査を行い、その内容について

有識者よりアドバイスを受け取りまとめた。



DX（デジタル・トランスフォーメーション）とはなにか
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経済産業省の定義では

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、

製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変

革し、競争上の優位性を確立すること」

実際は様々な捉え方がある。

例えば・・・

「デジタイゼーションの実行によりデジタライゼーションにつながり、DXに向かう。」

「DXしていく結果、業務での様々なものがなくなっていく。不要になっていく。」

「DXは経営戦略にデジタルを組み込みことである。」

導入したITツールやそこから得られたデータの活用によるビジネスモデルの変革や、抜本的な

事業スキームの改革など「変わること（TRANSFORMATION）」が何より重要



道内の D X取組実態と今後必要な支援体制

２．道内中小企業のDX取組実態と課題



7

札幌市

68.2%

札幌市以外

の市

21.5%

その他町村

10.3%

所在地

2.2%

0.0%

0.3%

10.3%

50.3%

1.3%

0.6%

1.6%

22.4%

1.0%

0.3%

0.6%

0.6%

0.0%

0.0%

4.2%

0.6%

2.6%

0.0%

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

農業、林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービ…

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され…

公務（他に分類されるもの…

分類不能の産業

業種

2.6%

11.4%

11.4%

17.5%

29.9%

18.8%

5.2%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

10人以下

11人以上20人以下

21人以上30人以下

31人以上50人以下

51人以上100人以下

101人以上200人以下

201人以上300人以下

301人以上

従業員数

専任者を配

置している, 

11.3%

兼任者を配

置している, 

33.2%

配置していな

い, 53.9%

その他, 

1.6%

IT担当者の配置

日常的に相談す

るIT ベンダが決

まっている, 

58.3%

特定のIT ベンダ

との付き合いは

ない, 39.5%

その他, 

2.3%

ITベンダとの関係性

回答者属性
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DX を良く理解し

ている, 2.9%

DX を理解して

いる, 23.0%

DX を聞いた事が

あり、何となく理

解している, 39.5%

DX を聞いたこと

がある, 19.4%

DX を知らない, 

15.2%

DXの認知度

すでに取り組んで

いる, 19.6%

これから取組を

行う予定／検討

中, 31.5%

取組んでいない, 

48.9%

DXへの取組状況
3.3%

63.9%

23.0%

9.8%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

期待以上の効果が出ている

期待通りの効果が出ている

効果はあるが期待ほどではない

効果があまり出ていない

効果が全く出ていない

DX導入効果

２５．９％

• DXについて1/4の企業が一定の理解している一方、15％
が「知らない」

• 約2割が取組んでおり、約3割が取組予定/検討している
• 取組んでいる企業の約7割で効果が出ている

道内中小企業のDX取組状況

67.2％

61社
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20.5%

11.2%

68.3%

17.6%

31.7%

10.9%

65.7%

24.7%

34.3%

9.9%

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

組織、企業文化・風土の変革

新サービス・製品等の開発

業務プロセスや業務システムの改善

コロナ禍における事業環境への対応

属人的な知識や経験（ノウハウ）の共有化

新規顧客獲得

コスト削減・省力化

競争力の維持・強化

労働力不足に対する対応

わからない

その他

DXに取組む目的

38.7%

68.8%

31.6%

60.9%

15.8%

36.4%

9.9%

14.6%

3.6%

5.5%

4.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

取組効果・メリットがあるのか分からない

推進できる人材が不足

セキュリティが不安

DX ツール等（IT ツール等）に対する知…

必要な費用が捻出できない

社内の認識の違い（意識の違い）

誰に相談していいいか分からない

外部からのサポートが不足

その他

とくに課題はない

わからない

DXを検討する上での課題

• DXの目的（認識）は、過半数以上が「現状業務の改善」「効
率化」にとどまる

• 取組むうえでの課題として「人材の不足」「ITツール等の知
識が不足」があげられる

• ツール類ではペーパーレス化の回答が多く、デジタル化と
の判別がついていない可能性がある

道内中小企業のDX取組状況

28.1%

45.4%

81.5%

24.9%

30.9%

24.9%

7.2%

7.2%

13.3%

33.3%

30.1%

28.1%

2.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

執務環境のリモートワーク対応

社内外との会議等のオンライン化

紙書類の電子化、ペーパーレス化

営業活動のデジタル化（オンライン商談、ウェビナー等）

RPA 等を用いた業務自動化

オンラインバンキングツールの活用

活動量計等を用いた作業員の安全・健康管理

チャットボット等の電話対応業務の自動化

マーケティングツール導入（MA、ビッグデータ分析等）

顧客管理・営業支援ツール導入（CRM、SFA 等）

生産管理ツール導入（ERP 等）

生産現場におけるIoT 機器、ロボット等の導入

その他

DXとして導入した（したい）ツール類
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16.4%

54.3%

7.4%

4.2%

9.0%

8.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

積極的に推進していく

必要があれば推進していく

他社の状況を見て検討する

外部からの支援があれば検討…

取組むつもりはない

わからない

DXに対する今後の考え

28.6%

60.2%

29.3%

54.9%

15.8%

34.6%

5.3%

11.3%

3.8%

6.0%

2.3%

49.6%

78.6%

33.3%

65.8%

14.5%

36.8%

14.5%

17.9%

3.4%

5.1%

6.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

取組効果・メリットがあるのか分から…

推進できる人材が不足

セキュリティが不安

DX ツール等（IT ツール等）に対する…

必要な費用が捻出できない

社内の認識の違い（意識の違い）

誰に相談していいいか分からない

外部からのサポートが不足

その他

とくに課題はない

わからない

DXを検討する上での課題

IT担当を配置 IT担当を非配置

道内中小企業の今後の取組意向と課題

23.9%

9.0%

54.2%

54.5%

9.0%

5.8%

0.6%

7.7%

6.5%

11.5%

5.8%

11.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業

製造業

積極的に推進していく 必要があれば推進していく

他社の状況を見て検討する 外部からの支援があれば検討する

取組むつもりはない わからない

70.7％

63.5％

78.1％

• 今後のDXへの取組意向は約７割と高い
• 一方、その詳細を分析すると、業種（製造業・非製造業）で
違いがある

• また、社内体制（IT担当者の有無）によって生じる課題も異
なっている
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道内中小企業へのDX推進課題

• DXに関する情報が十分に得られておらず、その理解度や取組むべきポイントの整理が
進んでいない

• IT導入やデジタル化との判別がついていない可能性がある
• 共通した課題は、情報提供不足による理解度の不足
• 取組むべきポイントなどの具体的な課題は、企業の体制や業種により異なっている

4.5%

0.8%

26.4%

17.2%

46.6%

30.3%

14.0%

27.9%

8.4%

23.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ITベンダとの付き合い有り

ITベンダと付き合いなし

DXの認知度（参考）

DX を良く理解している DX を理解している

DX を聞いた事があり、何となく理解している DX を聞いたことがある

DX を知らない

アンケートから想定される道内中小企業の現状分類

I. IT担当が非設置で、推進人事が不足。DXの関連情報提供が必要な企業。
II. 製造業など、業務プロセス改善や省力化をきっかけに進めるべき企業。
III. IT担当が配置されており、具体的な課題が整理されており、ツール選定から進める企業。
IV.自社内ですでにDXを推進しているが、成果が出ていない企業。

• 継続的な情報提供が必要
• 企業内のDX人材育成が必要
• 企業内（製造現場等）に入り、助言ができる相
談先（IT関係含む）が必要

• IT関連の導入効果や課題を客観的に評価でき
る専門家が必要



道内の D X取組実態と今後必要な支援体制

３．道内支援機関のDX支援状況



札幌市

7.1%

札幌市以

外の市

30.7%

その他町村

62.1%

所在地

17.1 

60.0 

3.6 

14.3 

4.3 

0.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

商工会議所

商工会

銀行

信金・信組

産業支援機関

その他

分類

90.7 

17.1 

77.1 

16.4 

67.9 

31.4 

16.4 

69.3 

6.4 

2.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

経営指導

助成金の運営

助成制度の紹介・アドバイス

知的財産関連指導

専門家（弁護士等）の紹介

投融資

研究開発支援

セミナー、勉強会の開催

その他

無回答

現在提供している支援メニュー

回答者属性

13
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相談を受けた

ことがある

26.4%

相談を受けた

ことはない

72.9%

無回答

0.7%

DXに関連した相談の有無

支援実績がある

18.6%

支援実績が

ない

81.4%

DXに関連した支援実績

道内支援機関のDX支援状況

期待以上の効

果が出ている

3.8%

期待どおりの効

果が出ている

38.5%

効果はあるが期待

ほどではない

38.5%

効果があまり

出ていない

7.7%

無回答

11.5%

DX支援の結果

４２.３％
7.8ポイント減少

• 相談に対して対応出来なかったケースが発生している
• 実際に支援したケースでは、約4割で効果が出ている
• 約1割が「無回答（不明）」と回答していることから支援後す
ぐに効果が出るものではないものもあり、経過観察が必要
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支援機関の体制や課題
• 道内支援機関は基本的には既存体制で対応
• 支援人材は不足しているが、機関内での支援人材育成等
は考えていない

• 今後の支援手法として、支援手法の確立といった対応パ
ターン化や、外部から専門家の招聘など外部協力を検討し
ている

• 他機関などとの連携については、連携先が不明という回答
が1/4ある

• 実際に連携している機関は約1割、ほとんどの機関が連携
に前向き

0.8 

55.9 

7.6 

55.1 

3.4 

4.2 

3.4 

9.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

専門部署を設置

専門家を外部から招聘

機関内の人材を専門家として育成

既存の体制で対応

ファイナンス支援を措置

その他

特になにもしない

わからない

DX支援の体制

78.8 

35.6 

38.1 

40.7 

68.6 

27.1 

60.2 

4.2 

1.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

支援を行える人材が不足

最新技術情報の入手

セキュリティ対策を行える専門人材…

導入コストの知識が不足

支援の手法が未確立

他機関やITベンダなど連携相手が…

企業のDXに対する関心が薄い

その他

とくに課題はない

DX支援の課題

10.7 

24.3 

47.1 

5.0 

12.1 

0.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

すでに連携している

積極的に連携したい

連携の話があれば検討する

連携は難しい

わからない

無回答

DX支援に伴う他機関との連携
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81.4 

80.5 

38.1 

64.4 

46.6 

46.6 

50.0 

22.0 

3.4 

0.0 

0.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

自社にどのような効果があるのか理解…

推進できる人材が不足

セキュリティに対する対応が不足

ITツールやIoT機器、ロボットに対する…

DXに必要な費用が捻出できない

誰に相談していいかの情報が不足

社内の認識の違い（意識の低さ）

外部からのサポートが不足

その他

とくに課題はない

わからない

中小企業がDXに取組む際の課題

32.2 

52.5 

71.2 

55.1 

26.3 

44.9 

66.9 

49.2 

58.5 

0.0 

2.5 

2.5 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

組織、企業文化・風土の変革

新サービス・製品等の開発

業務プロセスや業務システムの改善

コロナ禍における事業環境への対応

属人的な知識や経験（ノウハウ）の共有化

新規顧客獲得

コスト削減・省力化

競争力の維持・強化

労働力不足に対する対応

ＤＸは必要ない

その他

わからない

無回答

中小企業がDXの取組で期待する成果・効果

20.5%

11.2%

68.3%

17.6%

31.7%

10.9%

65.7%

24.7%

34.3%

9.9%

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

組織、企業文化・風土の…

新サービス・製品等の開発

業務プロセスや業務シ…

コロナ禍における事業…

属人的な知識や経験（ノ…

新規顧客獲得

コスト削減・省力化

競争力の維持・強化

労働力不足に対する対応

わからない

その他

参考）DXに取組む目的（中小企業）

38.7%

68.8%

31.6%

60.9%

15.8%

36.4%

9.9%

14.6%

3.6%

5.5%

4.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

取組効果・メリットがあるの…

推進できる人材が不足

セキュリティが不安

DX ツール等（IT ツール…

必要な費用が捻出できない

社内の認識の違い（意識の…

誰に相談していいいか分か…

外部からのサポートが不足

その他

とくに課題はない

わからない

参考）DXを検討する上での課題（中小企業）

• DX支援を検討する上で、支援機関と中小企業には認識
に差が生じている

参考：支援機関と中小企業の認識差
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道内支援機関のDX支援に関する課題

• 課題として支援できる人材の不足や支援手法の未確立が挙げられており、機関内での
人材育成や支援実績・事例等の共有が必要

• セミナー開催等を想定し、外部専門家招聘が検討されているが、求められる情報を整
理・リスト化する必要がある

• 外部の支援機関との連携や協働対応が望ましいが、実際に連携している機関は1割

DXに向けた企業支援を行う課題

• DXはデジタルの知見と経営戦略を組み合わせる必要がある
• 従来の経営指導や、士業等の専門家派遣などでは対応しきれない
• 企業のデジタル化を含めた支援が行える体制が必要

• 継続的な情報提供
• 企業内のDX人材育成の育成支援
• 現場への助言ができる外部専門家の派遣
• ITベンダ等とのマッチングや、導入へのアドバイス

中小企業に必要な支援



道内の D X取組実態と今後必要な支援体制

４．道外でのDX支援の取り組み



道外支援機関のDX支援メニュー

参考：道外産業支援機関の取組

関西DX推進プラットフォーム事業

大 阪 D X 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト

神 戸 商 工 会 議 所 D X 支 援 事 業

神 戸 市 中 小 企 業 D X お 助 け 隊

• 専門サイト設置
• セミナー開催
• 事例収集
• ワークショップ（人材育成）
• ITベンダ等とのビジネスマッチング

• 専門サイト設置
• 専用相談窓口の設置
• 専門家の派遣
• セミナー開催
• 人材育成講座の開設

• 専用サイト設置
• セミナー開催
• ITベンダ等とのビジネスマッチング
• 導入実証事業

• 専用サイト設置
• 相談窓口の設置
• セミナーの開催
• 研修会の開催
• ガイドラインの作成
• 伴走型支援の実施
• 補助制度

神戸市

神戸商工会議所

（公財）大阪産業局

（一社）関西情報センター

連携して実施
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神戸市の取組

参考：道外産業支援機関の取組

神 戸 市 中 小 企 業 D X お 助 け 隊

• 経営課題の洗い出し
• ITベンダの選定補助
• ITツール導入にあたっての準備サポート
• 導入後の運用確認

業種別のガイドラインを設置 伴走型支援の実施

ご相談
アドバイザーによる

初期診断
アドバイザーと一緒に
課題の洗い出し

解決ITツールの
選定サポート

ITツール導入後の
アドバイス

DX相談窓口から貴社の

DXに関するお困りごと

についてご相談ください

相談内容をもとにDXに

関する現状、 ご要望、想

定予算、 期間などをヒ

アリングします

初期診断をもとに貴社が

抱える経営課題をアドバ

イザーと一緒に洗い出し

ます

課題を解決するために最

適なITツールの選定をア

ドバイザーがサポートし

ます

ITツール導入後、適切に

運用されているかアドバ

イスを行います

伴走支援の流れ

• コーディネータが支援企業を診断
• 企業の状況に合わせて、派遣する専門家を選定、ITベンダ等が同行することも
• 訪問・ヒアリングは５～１０回必要
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道内の D X取組実態と今後必要な支援体制

５．道内中小企業のDX化促進のために

必要な支援体制



必要な支援・方策

情 報 の 発 信 に よ る 意 識 醸 成

支援する中小企業の状況診断・判断

D X 人 材 の 確 保 ・ 育 成

• 何をしたらよいわからない
• 進めてみたがうまくいかない
• DXツールを導入したが外部の意見がほしい 等

• ITツールの紹介
• DXに取り組み始め、最初の一歩の事例紹介
• 企業規模や展開した年代に囚われずにDXの参考事例の紹介

中小企業のDXに対する理解度や意識の醸成が必要。
セミナー等のみならず、Webサイト等を活用し、切れ
間なく、広く道内に情報拡散する必要がある。

DXの「X」がどのようなことを指しているのか示す

支援の対象とする企業に対して「デジタル化の状況」
「DXへの関心・取組状況」「今後の経営戦略や課題」等
の複数条件から支援のスタート位置や対応を検討す
る必要がある。

長期的に見て、中小企業が自助努力によりDX化を推
進し続けるためには、社内人材の育成は不可欠。
また、短期的に対応できる人材（外部人材）の確保を
していく必要がある。

ITベンダ等との折衝ができる人材の育成

企業の中身ではなくDXを判断するコーディネータ 22



必要な支援体制

支援機関の役割と連携体制強化

DX化促進には、デジタルやITに関する知見を組み込む経営者の将来的な展望、デジタルを活用したマーケティング、企業の
持続的な発展や競争力の維持のための経営戦略が不可欠。
経営面・IT導入など部分的な支援ではなく、全体を見据える必要がある。
企業側に必要な支援を判断し、複数の産業支援機関が持つ、様々な支援メニューから選定するコーディネートと、その機関が
核となり、広く道内産業機関を総括するような連携体制があることで、企業側も相談する先が明確になるとともに、連続した全
体支援が可能となるであろう。

産業支援機関を総括しコーディネートする機関 道内のDX支援中核機関 連携支援機関

• 支援依頼受付
• 企業の現状分析

• 支援計画を作成
• 診断結果に合わせて最適な支援組織に支援依頼

• 支援を実施し継続が可能な他機関に引き継ぎ

• 引き継がれた支援を継続対応

• 連携支援機関内のスキルアップを行う

• セミナーや情報発信による意識醸成

• 継続的で的確な支援

• 中核機関による支援企業の現状判断
• 支援計画を連携機関と共有
• 支援計画に沿って必要な支援が可能な連携機関が支援
• 中核機関による連携機関をの勉強会などによるスキルアップ

• 連携機関は従来より得意としている支援分野を活かせる
• 連携することで支援上の課題や事例を積み上げられる

参考：道外支援機関から得たコメント
• 在籍専門家もDXに対応できるスキルアップが必要
• IT関連企業のOB等も専門家として活用
• 支援機関自体も企業に認識させる意味でDXが必要
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